大阪府障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要綱　新旧対照表
	改正案
	現行


この要綱は、令和６年○月○日から施行する。

	
	（趣旨）
第１条　この要綱は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号。）第７条に規定する事項について、大阪府障害を理由とする差別の解消の推進に関する職員対応規程（平成28年大阪府訓令第六号。以下「規程」という。）に定めるもののほか、職員が適切に対応するために必要な事項を定めるものとする。
（留意事項）
第２条　規程第２条に定める不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供に際しての留意事項は、別紙に掲げる事項とする。
２　別紙中、「望ましい」と記載している内容は、それを実施しない場合であっても、法に反すると判断されることはないが、障害者基本法（昭和45年法律第84号）の基本的な理念及び法の目的を踏まえ、できるだけ取り組むことが望まれることを意味する。
３　規程第３条第２項に定める措置には、合理的配慮の必要性が確認された場合、監督する職員に対して、合理的配慮の提供を適切に行うよう指導することを含む。
（懲戒処分等）
第３条　職員が、障がい者に対し不当な差別的取扱いをし、又は、過重な負担がないにも関わらず合理的配慮の不提供をした場合、その態様等によっては、職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合等に該当し、懲戒処分等に付されることがある。
（相談体制の整備）
第４条　職員による障がいを理由とする差別に関する障がい者及びその家族その他の関係者からの相談等に的確に対応するため、知事の事務部局に、別表のとおり相談窓口を置く。
２　相談等を受ける場合は、性別、年齢、状態等に配慮するとともに、対面のほか、電話、ファックス、電子メールに加え、障がい者が他人とコミュニケーションを図る際に必要となる多様な手段を可能な範囲で用意して対応するものとする。
３　第１項の相談窓口に寄せられた相談等は、福祉部障がい福祉室に集約し、相談者のプライバシーに配慮しつつ関係者間で情報共有を図り、以後の相談等において活用することとする。
４　第１項の相談窓口は、必要に応じ、充実を図るよう努めるものとする。
（研修・啓発）
第５条　障がいを理由とする差別の解消の推進を図るため、職員に対し、必要な研修・啓発を行うものとする。
２　新たに職員となった者に対しては、障がいを理由とする差別の解消に関する基本的な事項について理解させるために、また、新たに管理職となった職員に対しては、障がいを理由とする差別の解消等に関し求められる役割について理解させるために、それぞれ、研修を実施する。
３　前項の研修のうち、センター研修に関することは、総務部人事局長が定める。
４　職員に対し、障がいの特性を理解させるとともに、障がい者へ適切に対応するために必要なマニュアル等の活用により、意識の啓発を図る。
　　　附　則
　この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
　この要綱は、令和３年１１月１日から施行する。
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。



大阪府障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員対応に係る留意事項　新旧対照表

	改正案
	現行



	別表
政策企画部政策企画総務課
総務部法務課
財務部財政課
財務部税務局
スマートシティ戦略部スマートシティ戦略総務課
府民文化部府民文化総務課
ＩＲ推進局企画課
福祉部福祉総務課
健康医療部健康医療総務課
商工労働部商工労働総務課
環境農林水産部環境農林水産総務課
都市整備部都市整備総務課
大阪都市計画局計画推進室総務企画課
会計局会計総務課
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